【別紙】　　　　　　　　　事業計画提案書に定める項目
法人等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　法人の理念

	（１）法人の基本理念・経営理念（法人理念、地域密着型サービス事業について、応募動機）


２　法人の安定性・継続性、運営の透明性・公正性・法令等の遵守

	（1） 法人の介護事業所運営実績

（2） 法人の収支状況及び公募事業の収支計画
（3） 事業スケジュール
（4） 個人情報の取扱い、従業員の守秘義務に関する考え方（規定等がある場合は添付）
（5） 情報公開に関する考え方（公表の状況など）
（6） 法令等の遵守についての考え方（明文化していればその写しを添付） 


３　公募事業運営における理念等

	（１）地域密着型サービス事業としてめざす運営方針

（２）提供する地域密着型サービスの考え方


４　管理運営体制、安全性への配慮、利用者への対応

	（１）感染症対策等の体制（食中毒予防、感染症対策のマニュアル等）
（２）防犯・防災体制（BCPを添付、地域との連携、地域避難者の受け入れ等）
（３）協力医療機関・高齢者施設との連携方法
（４）苦情解決体制の内容（苦情解決・事故発生時マニュアルがあれば添付、再発防止の取り組み）
（５）利用者等への人権・尊厳に対する考え・取組（身体拘束廃止、虐待防止、介護職の対応等）
（６）ターミナルケアへの取組・多様なサービスへの取組（加算について）
（７）低所得者対策など（保険外の利用者負担、社会福祉法人であれば減免適用の予定）


５　立地、建物設備関係
	（１）施設の立地状況など（災害・防災上問題がない地域である等）
（２）設備の状況及び建物の特性（耐火構造の状況等）
（３）小規模多機能型居宅介護事業所の運営基準を満たした設備

	６　人材の確保・育成の取組

（１）同種の事業を運営するに足りる実績・経験の有無（特に実績・経験が無い場合は、経験のある事業者等との連携および支援の有無や経験のある従業員の採用の有無等）
（２）人材確保に対する取組（雇用の計画等）
（３）職員の育成・接遇に関する取組（職員の研修計画等）
（４）介護職員処遇改善加算算定の有無、処遇改善計画の内容


７　地域との交流・地域への貢献

	（１）地域との連携の考え方

（２）地域との交流（行事参加、ボランティア受入れ、広報、事業所主催の行事・講座などの計画）
（３）近隣住民への説明
（４）市民の雇用及び市内業者からの物品調達


８　セールスポイント（独自の取組みなど）
	（１）市・地域の活性化、特色ある設備について
（２）省エネ基準についての対応
（３）多職種連携（研修への参加等）
（４）離島・中山間地域の利用者への対応など


